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1―ポストコロナの働き方とは?

　ワクチン接種が進むなか、コロナ禍とい

う長いトンネルの出口が徐々に見えてき

た。コロナ禍においては、ニューノーマルが

盛んに議論された。しかし、トンネルを抜

けた先にどのような世界が待ち受けてい

るかは、依然不透明である。

　ポストコロナの焦点の一つが、働き方

や働く場所の変化である。在宅勤務が急

速に普及したコロナ禍当初は、「オフィス

不要論」が注目を集めたが、在宅勤務のデ

メリットも明らかになるにつれ、聞かれな

くなった。現在は、オフィスと在宅での勤

務を組み合わせたハイブリッドな働き方

が主流になるとの見方が多い。ただし、オ

フィスと在宅での勤務割合について、一定

の見解は得られていない。

2―アメリカのオフィス回帰は緩慢

　ワクチン接種が拡大し、ポストコロナに

足を踏み入れつつあるアメリカでは、オフィ

ス回帰の動きが進んでいるのだろうか。一

部の金融機関やIT企業では、今夏からオ

フィス回帰を進めるとの報道も見られる。

　米国では、Kastle Systemsが入退管理

システムの入館記録をもとに、全米10都市

のオフィス出社率を公表している［図表1］。

新型コロナウイルスの感染拡大前を基準と

して、全米10都市平均のオフィス出社率は

2021年6月30日の週に33%と、最も落ち

込んだ2020年4月15日の週の15%よりは

回復したものの、依然として低水準である。

　また、オフィス出社率は都市ごとに大

きく異なる。10都市のなかで、最もオフィ

基礎研レポート

ス出社率が高いのは、米国南部のテキサ

ス州オースティン（51%）で、同州のダラ

ス（50%）が続く。一方、最も低いのは、IT
企業が集積するサンフランシスコ（19%）

で、2番目に低いのは大手金融機関が集ま

るニューヨーク（22%）である。

　このように、米国では、ワクチン接種が

進むなかでもオフィス出社率の回復は緩

やかなものにとどまっている。コロナ禍で

拡大した在宅勤務が定着しつつあること

で、オフィス出社率が構造的に低下してい

ることを示唆しているのではないだろう

か。また、回復のスピードは都市間で大き

な差があり、今後の働き方とオフィス活用

は都市ごとに異なる可能性がある。

3―東京のオフィス出社率を測る

　日本では、米国のようにオフィス出社率

を定量化した指標が存在しない。そのた

め、株式会社ニッセイ基礎研究所とクロス

ロケーションズ株式会社は、スマートフォ

ンの位置情報データをもとにした人流

データを用いて「オフィス出社率指数」を

共同で開発した。

1｜オフィス出社率指数の推移
　コロナ禍における東京のオフィス出社

率指数の推移を確認すると、コロナ感染

動向や政府の感染症対策にあわせて、オ

フィスワーカーが働き方や働く場所を変化

させてきたことがわかる［図表2］。

　感染拡大の第1波では、オフィス出社率

指数は2020年4月22日に34%まで落

ち込んだ。その後、新規感染者数が減少

に転じても、指数は50%以下で推移した

が、2020年5月25日に全国で緊急事態

宣言が解除されると上昇し、6月後半には

60%前後まで回復した。

　第2波では、新規感染者数の増加に伴

い、指数は2020年8月21日に50%まで

低下した。企業やオフィスワーカーのコロ

ナ慣れが進んだことに加え、緊急事態宣

言の発令が回避されたため、出社率の低下

は第1波より小幅にとどまった。

　第3波では、新規感染者数の増加や緊急

事態宣言の再発令により、指数は2021年

2月15日に48%まで低下した。ただし、新

規感染者数の急増と比較して、指数の低下

幅は小さかったと言える。また、新規感染

者数が減少に転じた後でも、緊急事態宣

言期間は指数の回復スピードが穏やかで

あった。一部の企業では、新規感染者数が

減少しても宣言期間中はオフィス出社を抑

制する方針を維持したためだと考えられる。

　第4波では、新型コロナウイルス変異株

の感染拡大への警戒感から、まん延防止

等重点措置に続いて、4月25日に3回目の

緊急事態宣言が発令されたため、2021年

6月4日に46%まで低下した。その後、新

規感染者数が減少に転じ、6月20日に東

京などの緊急事態宣言が解除されたこと
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から、6月30日現在の指数は58%に上

昇した。指数は一時的に50%を割り込ん

だものの、感染拡大局面においても50～

60％前後で推移していることは、第2波以

降一貫して変わらない。

　このようにオフィス出社率指数は、第1

波で34%まで急落した。その後は、新規

感染者数の増減にあわせて概ね50%～

70%のレンジで上下動を繰り返している

が、新規感染者数の増減に対する指数の

感応度は徐々に小さくなってきているよう

だ。これは、多くの企業が1年を超えるコロ

ナ禍を経験するなかで、ウイズコロナを前

提とした新たなワークスタイルやワークプ

レイスが定着してきたためと考えられる。

2｜オフィス出社率指数のエリア比較
　東京16エリアのオフィス出社率指数を

比較すると、オフィス出社率が高い3エリ

アは、代々木・初台（64%）＞目黒区（62%）

＞湯島・本郷・後楽（61%）である［図表3］。

これらエリアは、東京オフィス市場の周

縁エリアで、中小規模のテナントが多い。

また、テレワークとの親和性が高い金融・

保険業や専門サービス業（法律・会計事務

所やコンサル会社など）、情報通信業など

が少ないエリアでもある。

　また、オフィス出社率が低い3エリア

は、麹町・飯田橋（46%）、丸の内・大手町

（46%）＞浜松町・高輪・芝浦（40%）であ

る。丸の内・大手町は、金融・保険業と専

門サービス業の比率が高く、大企業が多

い。また、浜松町・高輪・芝浦は、テレワー

クと親和性が高いとされる産業の比率が高

いわけではないが、大企業が多く所在して

いるエリアである。また、麹町・飯田橋は、中

小規模のテナントが多いが、専門サービス

業が占める割合が大きいエリアである。

　このようにエリア毎のオフィス出社率

指数には大きな差異がある。企業規模

や産業毎に、テレワークの親和性が異

なり、エリア毎に特色があるためである。

現在オフィス出社率が低い企業は、ポスト

コロナにおいてもテレワークを積極的に

活用していくだろう。そのため、このような

オフィス出社率のエリア間差異は今後も

残存する可能性がある。

4―今秋以降のオフィス出社率に注目

　2021年7月12日から4回目の緊急事

態宣言が発令されたため、オフィス出社率

指数は、再び50%前後へ低下するだろう。

さらに、オリンピック期間中は、一時的に

下振れる可能性がある。

　また、ワクチン接種が進んだ2021年秋

以降のオフィス出社率の動向にも注目し

たい。働き方は企業や従業員だけでなく、

社会や経済などに幅広い影響を与える。

依然不透明なポストコロナの働き方を探

る上でも、オフィス出社率指数をモニタリ

ングしていくことが重要になりそうだ。
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